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平成 21 年７月 29 日 

 

「不動産投資信託証券の発行者等の運用体制等に関する報告書」 

 

プレミア投資法人（8956） 

代表者 執行役員    松澤  宏 

プレミア・リート・アドバイザーズ 株式会社 

代表者 代表取締役社長 安武 文宏 

問合せ先℡ 03-5772-8551 

    取締役 業務運営本部長 

     兼総務部長  鈴木 文夫 

 

１．基本情報 

（１）コンプライアンスに関する基本方針 

①プレミア投資法人の基本方針 

ア．コンプライアンスに関する基本的な考え方 

 プレミア投資法人（以下、「本投資法人」といいます。）は、健全で適切な業務運営の前提であるコンプライアンスの実効性を確保するためには、

実践する上での十分な体制の整備が必要であると考えます。そして、本投資法人及びその資産運用会社に対し、その体制そのものに「真の実効性」

を持たせることが社会から強く求められていることを認識しています。実効性ある体制とは、（ⅰ）適切な基本方針や遵守基準の設定、（ⅱ）これ

に基づく規程等の整備、（ⅲ）恒常的な監視活動及び（ⅳ）監視結果の新たな基本方針への反映といった一連のプロセスが有効に機能する体制を意

味するものと考えます。 

 

イ．留意している事項、運用体制等の特徴 

 上記の基本的な考え方を実現するため、本投資法人は、内部規程である「法令等遵守規程」に本投資法人の企業倫理の基本方針及び役員の行動

指針としての遵守基準を定め、業務運営に際し、法令やルールを厳格に遵守し、誠実かつ公正な企業活動を遂行するとともに、自己規律に基づく

経営の健全性を確保するための規範としています。遵守基準として、（ⅰ）社会的責任と公共的使命の自覚とルールの厳格な遵守、（ⅱ）反社会的

勢力への対応、（ⅲ）自己責任原則の徹底、（ⅳ）利害関係先等への便宜等の供与の禁止、（ⅴ）公私の区別、（ⅵ）情報管理の徹底及び（ⅶ）利益

相反の禁止等を定めており、各役員は「法令等遵守規程」を含め、法令、市場ルール、社内規定等あらゆるルールを厳格に遵守するとともに、法

令遵守を具体的に実現するための手引書である「コンプライアンス・マニュアル」や、内部者取引の未然防止等を図るための内部規程である「内

部者取引未然防止規程」等に則った業務運営を行うことで、厳正なガバナンスに努めます。 
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②プレミア・リート・アドバイザーズ株式会社の基本方針 

ア．コンプライアンスに関する基本的な考え方 

 プレミア・リート・アドバイザーズ株式会社（以下、「資産運用会社」といいます。）は、金融商品取引法（以下、「金商法」といいます。）に基

づく金融商品取引業者として個人、企業、金融機関等幅広い投資家から運用の専門家としての信頼を受けています。資産運用会社は、業務を通じ

て投資家の保護を図るとともに、不動産投資信託の健全な発展に資するよう期待されるという重い社会的責任と公共的使命を負っていますが、こ

うした責任、使命を全うするためには、業務の健全かつ適切な運営と、それを通じた信頼の確立が不可欠であると認識します。幅広い利用者から

の信頼を確立するには多大な努力と時間が必要ですが、いったんその努力を怠れば信頼は簡単に失われます。また、個々の業者に対する信頼の喪

失が業界全体の信頼低下につながる可能性があります。資産運用会社の役職員はこうした社会的責任と公共的使命を十分に自覚するとともに、資

産の運用に関しては社内外の法令・規則等のルールを遵守し、反社会的行為や倫理にもとる行為を排除して責任ある行動をとるよう心がけなけれ

ばならないと考えます。 

 

イ．留意している事項、運用体制等の特徴 

 資産運用会社は、代表取締役、常勤取締役、執行役員、本部長、コンプライアンス・オフィサー、部長・室長及び取締役会の承認を得て選任さ

れた外部の専門家により構成される「コンプライアンス委員会」において法令・規則等遵守状況の報告及びリスク管理の報告審議等を行います。

なお、外部の専門家とは弁護士、公認会計士、不動産鑑定士等の公的資格を持った者をいいます。コンプライアンス委員会は、代表取締役社長を

委員長とし、原則として１カ月に１回以上開催され（ⅰ）コンプライアンス・マニュアルの審議、（ⅱ）コンプライアンス・プログラムの審議及び

進捗状況の報告、（ⅲ）法令・規則等の遵守状況の報告及び必要な指示、（ⅳ）利害関係人等の特定など必要事項の承認、（ⅴ）リスク管理に関する

審議、（ⅵ）内部監査に関する審議、（ⅶ）社規社則等の整備･検証に関する事項、（ⅷ）その他業務上の事故及びクレーム等を含む内部管理･監査全

般に関する事項等の審議･報告等を行います。コンプライアンス委員会は、コンプライアンス・オフィサーと外部の専門家は必ず出席の上、議決権

を有する委員の３分の２以上が出席することが開催要件となります。 

 コンプライアンス委員会での承認決議は、コンプライアンス・オフィサーと外部の専門家が賛成し、かつ、対象となる議案について議決権を有

する全ての委員の議決権の過半数により決せられます（コンプライアンス委員は１人につき１個の議決権を有します）。コンプライアンス・オフィ

サーは、コンプライアンス委員会における当該審議・報告事項について取締役会に付議・報告します。 
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（２）投資主の状況 

平成 21 年４月 30 日現在における本投資法人の投資主のうち保有口数上位 10 名は下表のとおりです。 

氏名・名称 投資法人、資産運用会社又はスポンサーとの関係及び出資の経緯 投資口数（口） 比率（％） 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 関係なし 12,212 9.29 

日興シティ信託銀行株式会社（投信口） 関係なし 11,069 8.42 

富士火災海上保険株式会社 関係なし 5,517 4.19 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 関係なし 4,417 3.36 

株式会社北洋銀行 関係なし 4,369 3.32 

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 関係なし 4,339 3.30 

資産管理サービス信託銀行株式会社（金銭信託課税口） 関係なし 3,664 2.78 

野村信託銀行株式会社（投信口） 関係なし 3,082 2.34 

モルガンスタンレーアンドカンパニーインク 関係なし 2,136 1.62 

中央三井信用保証株式会社 スポンサーの中央三井信託銀行株式会社の連結子会社です。 2,050 1.56 

合計 52,855 40.22 

 

（３）資産運用会社の大株主の状況 

提出日現在における資産運用会社の株主は下表のとおりです。 

氏名・名称 投資法人、資産運用会社又はスポンサーとの関係及び出資の経緯 株数（株） 比率（％） 

株式会社ケン・コーポレーション スポンサーです。 2,100 35.0 

総合地所株式会社（注） スポンサーです。 2,100 35.0 

中央三井アセットマネジメント株式会社 

スポンサーである中央三井信託銀行株式会社の親会社（持株会社）

である中央三井トラスト・ホールディングス株式会社の連結子会社

です。中央三井信託銀行株式会社からの紹介で、設立時に出資を受

けました。 

600 10.0 

日興プロパティーズ株式会社 不動産証券化ノウハウ蓄積のため株主となりました。 306 5.1 

株式会社デベロツパー三信 
スポンサーの中央三井信託銀行株式会社からの紹介で、設立時に出

資を受けました。 
300 5.0 

株式会社アクロス 
スポンサーの中央三井信託銀行株式会社からの紹介があり、マンシ

ョンディベロッパーとして事業参加のため、株主となりました。 
300 5.0 

中央三井信託銀行株式会社 スポンサーです。 294 4.9 

合計 6,000 100.0 

（注）資産運用会社の株式を 300 株保有していたトータルハウジング株式会社は、平成 21 年６月１日付けで親会社である総合地所株式会社と合併しました（総合地

所株式会社を存続会社とする吸収合併です。）。これに伴いトータルハウジング株式会社が保有していた資産運用会社の株式については全て総合地所株式会社に承

継されています。 
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（４）投資方針・投資対象 

平成 21 年７月 29 日に提出しました本投資法人の第 13 期（平成 20 年 11 月１日～平成 21 年４月 30 日）有価証券報告書の下記の箇所をご覧くださ

い。 

第一部 ファンド情報  第１ ファンドの状況  ２．投資方針 

 

（４）－２ 海外不動産投資に関する事項 

①海外不動産への投資姿勢 

本投資法人は、提出日現在、海外不動産への投資の予定はありません。 

 

（５）スポンサーに関する事項 

①スポンサー企業グループの事業の内容 

 資産運用会社では、中央三井トラスト・グループ、ケン・コーポレーショングループ及び総合地所グループがスポンサー企業グループですが、

各グループの役割・分担及び事業内容は、それぞれ以下のとおりです。 

ア．中央三井トラスト・グループ 

（ア） 中央三井トラスト・グループは、持株会社である中央三井トラスト・ホールディングス株式会社の下、リテール信託業務・バンキング業務・不動

産業務・証券代行業務などを担う中央三井信託銀行株式会社と、年金信託業務・証券信託業務などを担う中央三井アセット信託銀行株式会社の２つ

の信託銀行子会社及び投信委託業務を担う中央三井アセットマネジメント株式会社と、プライベートエクイティファンド運用業務を担う中央三井キ

ャピタル株式会社の２つの資産運用子会社を中心に形成される金融グループです。グループの中で、不動産業務を行っているのは、中央三井信託銀

行株式会社、中央三井信不動産株式会社（住宅仲介業）及びCMTBファシリティーズ株式会社（不動産賃貸管理業）の３社ですが、本投資法人は、不

動産業務に加えバンキング業務・証券代行業務を通じて、主に中央三井信託銀行株式会社と取引上の関わりを持ちます。 

（イ） 中央三井信託銀行株式会社の不動産に関連する業務には、（ⅰ）個人向けに行っている不動産の活用についての各種コンサルテーション（土地の診

断から事業の企画、資金計画の策定）や自宅等の購入・売却相談、（ⅱ）法人向けに行っている企業財務のソリューションニーズに対応した不動産の

仲介・流動化業務、不動産有効利用の提案、不動産鑑定業務、不動産ファンド関連ビジネスとしての不動産管理信託の受託、Ｊ－REIT に係る資産保

管業務・一般事務の受託等があります。 

（ウ） 次葉の系統図は、中央三井トラスト・ホールディングス株式会社の第８期（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日）有価証券報告書から引

用したものです。 
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＜事業系統図＞ 
    ○主な連結子会社 

    （信託銀行業） 

    ・中央三井インフォメーションテクノロジー株式会社 

   ・CMTB ファシリティーズ株式会社 

  
中央三井信託銀行株式会社 

 ・中央三井ビジネス株式会社 

    ・中央三井証券代行ビジネス株式会社 

    ・中央三井ローンビジネス株式会社 

    ・CMTB エクイティインベストメンツ株式会社 

   ・東京証券代行株式会社 

  
中央三井アセット信託銀行株式会社 

 （金融関連業その他） 

    ・Chuo Mitsui Trust International Ltd． 

    ・中央三井信用保証株式会社 

    ・中央三井カード株式会社 

   ・中央三井信不動産株式会社 

  
中央三井アセットマネジメント株式会社

 ・中央三井ファイナンスサービス株式会社 

     

    ○持分法適用関連会社 

    （信託銀行業） 

   ・日本トラスティ情報システム株式会社 

  
中央三井キャピタル株式会社 

 ・日本株主データサービス株式会社 

    （金融関連業その他） 

    ・三井物産ロジスティクス・パートナーズ株式会社 

     

    ○主な連結子会社 

    （信託銀行業） 

    ・MTH Preferred Capital １ (Cayman) Limited 

    ・MTH Preferred Capital ３ (Cayman) Limited 

    ・MTH Preferred Capital ４ (Cayman) Limited 

    ・MTH Preferred Capital ５ (Cayman) Limited 

    ・CMTH Preferred Capital ６ (Cayman) Limited 

    ・CMTH Preferred Capital ７ (Cayman) Limited 

     

    ○持分法適用関連会社 

    （信託銀行業） 

 

中
央
三
井
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ラ
ス
ト
・
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ン
グ
ス
株
式
会
社 

   ・日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 
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イ．ケン・コーポレーショングループ 

 ケン・コーポレーショングループは、東京都及び東京近郊で高級不動産の売買・賃貸の仲介・企画・管理など不動産総合コンサルティングを展

開する株式会社ケン・コーポレーションを中核とする不動産企業グループです。本投資法人は、不動産売買の仲介、プロパティ・マネジメント業務、

コンサルティング業務を通じて、主に株式会社ケン・コーポレーション、アール・エー・アセット・マネジメント株式会社及びケン不動産投資顧問

株式会社と取引上の関わりを持ちます。同グループにおいて主に不動産に関連する業務を行うグループ会社及びその業務内容は下表のとおりです。 

社 名 関 係 業務内容 

株式会社ケン・コーポレーション スポンサー

1.日本人向・外国人向住居、オフィスの賃貸仲介 

2.都内近郊の高級不動産、海外不動産の売買仲介 

3.企画・管理など不動産に関する総合的コンサルティング業務 

4.土地及びその定着物、地上権、土地及びその定着物の賃借権を目的とする信託契約に

基づく信託受益権の販売、その代理又は媒介の全て 

等 

ケン不動産リース株式会社 兄弟会社 

1.東京都内における高級住宅等のサブリース事業 

2.ホテルやショッピングセンター、オフィスへ等の投資、運営 

等 

アール・エー・アセット・マネジメント

株式会社 
子会社 

オフィスビル、賃貸住宅等のアセット・マネジメント業務、プロパティ・マネジメント

業務 

等 

ケン不動産投資顧問株式会社 子会社 

1.不動産投資に関する事前調査及びコンサルティング 

2.資産流動化に関するコンサルティング 

3.不動産の鑑定・評価 

等 

ケン賃貸保証サービス株式会社 子会社 
賃貸保証サービス業務 

等 
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ウ.総合地所グループ 

 総合地所グループは、不動産総合デベロッパーの総合地所株式会社を中核とし、以下の主要４企業から形成されます。本投資法人は、不動産の

取得・プロパティ・マネジメント業務を通じて、主に総合地所株式会社と取引上の関わりを持ちます。グループ各社の業務内容は下表のとおりで

す。 

社 名 関 係 業務内容 

総合地所株式会社 スポンサー 

1．マンション・アパート・造成宅地・戸建住宅の設計・建設・分譲販売 

2．マンション・オフィスビル・店舗等の賃貸・建物管理 

3．土木・建築・リフォーム・リフレッシュ工事の請負 

4．不動産仲介 

5．不動産有効活用に関する企画・設計・開発・運用コンサルティング 

6．建物新築・改修・長期修繕計画のコンサルティング 

7．プロパティ・マネジメント 

8．アセット・マネジメント 

9. 損害保険代理業 

等 

総合ハウジングサービス株式会社 子会社 

1．マンション、ビル、戸建の建物管理 

2．不動産の仲介、売買、賃貸 

3．損害保険代理業 

4．建築、リフォーム、リフレッシュ工事 

5．住宅機器、建設素材等の販売 

6．公庫、融資住宅調査業務 

7．その他土地、建物にかかわる業務 

等 

ルネストーリア・アセット・マネジメン

ト株式会社 
子会社 

1．不動産ファンド事業 

2．不動産事業 

3．デューデリジェンス事業 

等 

ルネ都市開発株式会社 孫会社 

1．管理員業務受託 

2．販売事務所受付等受託 

等 

 

②スポンサー企業グループとの物件供給や情報提供に係る契約等の状況 

 該当する契約等はありません。 
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２．投資法人及び資産運用会社の運用体制等 

（１）投資法人 

①投資法人の役員の状況 

 提出日現在における本投資法人の執行役員・監督役員の役職名、氏名、主要略歴及び選任理由は下表のとおりです。 

役職名 氏名 主要略歴 選任理由 

執行役員 松澤 宏 

昭和41年４月 三井信託銀行株式会社（現中央三井信託銀行株式会社）入社 

昭和63年５月 同行 横須賀支店長 

平成１年12月 同行 梅田支店長 

平成３年５月 同行 投資顧問部長 

平成５年１月 同行 年金運用部長 

平成７年６月 日本国土開発株式会社 常務取締役 

平成11年７月 中央三井アセットマネジメント株式会社 常務取締役 

平成13年９月 同社 代表取締役社長 

平成15年６月 同社 代表取締役退任 

平成16年５月 本投資法人 執行役員（現職） 

金融業、証券投資信託委託業

における豊富な経験などを踏

まえた幅広い見地からの経営

判断を行うことが期待される

こと。 

監督役員 飯沼 春樹 

昭和51年４月 弁護士登録 

昭和53年４月 飯沼総合法律事務所開設（現職） 

平成12年４月 税理士登録 

平成14年５月 本投資法人 監督役員（現職） 

 以上に記載した他、提出日現在、郵便局株式会社の監査役（非常勤）を兼任し

ています。 

法律の専門家としての豊富な

経験などを踏まえた幅広い見

地からの経営判断を行うこと

が期待されること。 

監督役員 玉澤 健兒 

昭和48年４月 東京国税局入局 

昭和59年８月 公認会計士登録 

監査法人サンワ東京丸の内事務所（現監査法人トーマツ） 

平成２年６月 勝島敏明税理士事務所 

平成13年８月 税理士登録 

平成13年９月 玉澤健兒税理士事務所開設（現職） 

平成14年５月 本投資法人 監督役員（現職） 

平成18年２月 有限会社ファミリーオフィス・パートナーズ 取締役（現職） 

 以上に記載した他、提出日現在、宮古港湾運送株式会社など７社の監査役（非

常勤）を兼任しています。 

税務・会計の専門家としての

豊富な経験などを踏まえた幅

広い見地からの経営判断を行

うことが期待されること。 

 

②投資法人執行役員の資産運用会社役職員との兼職理由及び利益相反関係への態勢 

 該当ありません。 
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③その他投資法人役員の兼任・兼職による利益相反関係の有無等（前②に記載された内容を除く） 

 該当ありません。 

 

（２）資産運用会社 

①資産運用会社の役員の状況 

提出日現在における資産運用会社の取締役・監査役の役職名、氏名、主要略歴及び兼任・兼職・出向の状況は下表のとおりです。 

役職名・常勤

非常勤の別 
氏名 主要略歴 兼任・兼職・出向の状況 

代表取締役 安武 文宏 

昭和63年４月 三井信託銀行株式会社（現中央三井信託銀行株式会社）入社 

平成13年11月 プレミア・リート・アドバイザーズ株式会社 業務企画部課長 

平成14年７月 同社 執行役員投資運用部長 

平成15年７月 同社 執行役員総合企画部長兼投資運用部部付部長 

平成16年６月 同社 代表取締役社長（現職） 

該当ありません。 

取締役 永森 正行 

昭和63年４月 株式会社リクルートコスモス入社 

平成５年１月 株式会社ラウム計画設計研究所入社 

平成10年６月 株式会社ケン・コーポレーション入社 

平成13年12月 プレミア・リート・アドバイザーズ株式会社 運用管理部課長 

平成14年７月 同社 執行役員運用管理部長 

平成16年６月 同社 取締役（現職） 

該当ありません。 

取締役 鈴木 文夫 

昭和50年４月 三井信託銀行株式会社（現中央三井信託銀行株式会社）入社 

平成12年７月 中央三井信託銀行株式会社 資産金融営業部長 

平成13年９月 同社 人事部次長 

平成16年５月 プレミア・リート・アドバイザーズ株式会社 業務部部付部長 

平成16年６月 同社 取締役（現職） 

該当ありません。 

取締役 齋藤 順一 

昭和60年11月 杉山商事株式会社入社 
平成16年10月 トータルハウジング株式会社（現総合地所株式会社） 賃貸営業

部 賃貸管理部長 
平成18年８月 ルネストーリア・アセット・マネジメント株式会社 アクイジシ

ョン部長 
平成21年６月 プレミア・リート・アドバイザーズ株式会社 取締役（現職） 

総合地所株式会社より出向

（兼任・兼職については該当

ありません。）。 
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役職名・常勤

非常勤の別 
氏名 主要略歴 兼任・兼職・出向の状況 

取締役 

（非常勤） 
鶴岡 実 

昭和53年４月 北野建設株式会社 入社 

昭和56年４月 株式会社インテリア宮下 入社 

昭和58年11月 株式会社ケン・コーポレーション 入社 

平成16年12月 同社 取締役兼常務執行役員 

平成17年２月 プレミア・リート・アドバイザーズ株式会社 取締役（現職） 

平成18年２月 株式会社ケン・コーポレーション 常務取締役（現職） 

株式会社ケン・コーポレーシ

ョン 常務取締役 

ケンプラススリー株式会社 

取締役 

ケンプラスファイブ株式会社 

取締役 

有限会社ケンプラスシックス 

取締役 

有限会社ケンプラスセブン 

取締役 

株式会社ケイエヌプロパティ

ー 代表取締役 

取締役 

（非常勤） 
三浦 正人 

昭和48年４月 株式会社住友銀行（現株式会社三井住友銀行） 入社 

平成10年５月 トータルハウジング株式会社（現総合地所株式会社） 入社 

平成19年10月 ルネストーリア・アセット・マネジメント株式会社 取締役（現

職） 

平成20年３月 プレミア・リート・アドバイザーズ株式会社 取締役（現職） 

平成20年６月 トータルハウジング株式会社（現総合地所株式会社） 取締役兼

専務執行役員兼企画本部長 

平成21年６月 総合地所株式会社 取締役専務執行役員（現職） 

総合地所株式会社 取締役専

務執行役員 

ルネストーリア・アセット・

マネジメント株式会社 取締

役 

監査役 

（非常勤） 
小枝 秀 

昭和49年４月 三井信託銀行株式会社（現中央三井信託銀行株式会社） 入社 
平成９年10月 同社 吉祥寺支店長 
平成11年７月 同社 仙台支店長 
平成13年３月 中央三井信用保証株式会社 入社 
平成14年６月 同社 取締役審査第四部長 
平成18年９月 株式会社デベロツパー三信 入社 
平成19年８月 同社 取締役社長（現職） 
       シンセン建物株式会社 代表取締役（現職） 
平成21年６月 プレミア・リート・アドバイザーズ株式会社 監査役（現職） 

株式会社デベロツパー三信 

取締役社長 

シンセン建物株式会社 代表

取締役 
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②資産運用会社の従業員の状況 

 提出日現在における資産運用会社の従業員数、出向受入れ状況及び兼務の状況は下表のとおりです。 

出向元 人数 出向元との兼職状況 

 中央三井信託銀行株式会社 １ 該当ありません。 

 ケン・コーポレーション株式会社 １ 該当ありません。 

 総合地所株式会社 １ 該当ありません。 

 資産運用会社従業員総数 20  

 

③投資法人及び資産運用会社の運用体制 

ア．投資法人の運用体制 

 平成 21 年７月 29 日に提出しました本投資法人の第 13 期（平成 20 年 11 月１日～平成 21 年４月 30 日）有価証券報告書の下記の箇所をご覧くだ

さい。 

 「第一部 ファンド情報  第１ ファンドの状況  １．投資法人の概況  （３）投資法人の仕組み 
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イ.資産運用会社の運用体制 

 資産運用会社の組織体制と業務分掌は、以下のとおりです。 

 

組織 業務内容の概略 

投資運用部 ・ポートフォリオ構築・運用・判断に関する事項 

・運用対象資産の取得・売却に関する事項 

・運用対象資産の調査・評価に関する事項 

・リサーチ（マクロ、不動産市場等）に関する事項 

運用管理部 ・不動産の賃貸借に関する事項 

・不動産の管理（管理業者管理等を含む） 

・大規模修繕計画の策定・管理・指示 

・テナント等の顧客からのクレーム対応・記録保存 

業務推進部 ・資産運用方針及び運用基本計画の策定に関する事項 

・資本政策（エクィティ）の策定及び金融機関との借入（デット）条件交渉に関する事項 

・ディスクロージャーに関する事項 

・有価証券報告書等の各種開示書類の作成 

・投資主総会及び役員会の運営に関する事項 

総務部 ・運用会社の経営全般に関する企画事項 

・運用会社の経理、決算、人事に関する事項 

・社内諸規定の作成と管理 

・取締役会事務局 

 

株 主 総 会 

取 締 役 会 

監 査 役 

代 表 取 締 役 社 長

ポートフォリオ委員会 コンプライアンス委員会 

コンプライアンス・オフィサー 業務監査室 

投資運用本部長 業務運営本部長 

運用管理部 投資運用部 総務部 業務推進部 
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（３）利益相反取引への取組み等 

①利益相反取引への対応方針及び運用体制 

ア．対応方針 

（ア）基本的な考え方 

 本投資法人の一般事務受託者又は資産運用会社の株主若しくは資産運用会社の役職員の出向企業等、本投資法人に現在関与し又は将来関与す

る可能性がある法人は、それぞれの立場において自己又は第三者の利益を図ることが可能な立場にあるというリスクがあります。また、スポン

サー企業グループも投資信託及び投資法人に関する法律（以下、「投信法」といいます。）上の利害関係人等その他の立場において、本投資法

人に現在関与し、そのそれぞれの立場において、自己又は第三者の利益を図ることが可能であるというリスクがあります。 

 法令により、一般事務受託者や資産運用会社は、本投資法人のため忠実に、かつ本投資法人に対し、善良な管理者の注意を持って事務乃至業

務を遂行することが義務付けられていますが（投信法第 118 条、金商法第 42 条）、かかる法令上の義務に加えて上記のようなリスクに対応する

ため、本投資法人は、それらとの間の契約において、可能な限り、本投資法人に対する忠実義務及び善管注意義務を課すこととしています。 

 特に、本投資法人の資産の運用を行う資産運用会社は、投信法及び金商法に従って本投資法人に関する業務を遂行するにあたり、資産運用会

社の利害関係人等と資産運用会社の運用指図に係る本投資法人の資産に関連して行う取引に関して、本投資法人及び本投資法人の投資主に対し

て忠実かつ善良なる管理者の注意義務をもって行動し、未然に利益相反を防止しなければなりません。 

（イ）取引ルール 

 上記の基本的な考え方を実現するため、本投資法人は「法令等遵守規程」を定めて利害関係先等への便宜等の供与を禁止し、また役員に対し

本投資法人の利益と相反する立場に立つことを禁止するとともに、具体的な手引書として「コンプライアンス・マニュアル」を定めています。

また、資産運用会社は、利益相反行為を排することにより適切な本投資法人の資産運用に係る業務等を行い、もって本投資法人及び本投資法人

の投資主の利益に資することを目的として「利害関係人等取引規程」を定め、「利害関係人等関連取引管理マニュアル」に利害関係人等との取

引に関する具体的な基準及び手続を定めています。利害関係人等の範囲として、資産運用会社では、「利害関係人等取引規程」及び「利害関係

人等関連取引管理マニュアル」において、以下の(ⅰ)乃至(ⅲ)のいずれかに該当する者を「利害関係人等」と定義しています。 

(ⅰ) 投信法第 201 条第１項及び投資信託及び投資法人に関する法律施行令（以下、「投信法施行令」といいます。）第 123 条にいう「利害関

係人等」に該当する者 

(ⅱ) 上記（ⅰ）に定める者を除く資産運用会社の全ての株主 

(ⅲ) 資産運用会社の総議決権の 10％以上を保有している資産運用会社の主要株主の親会社等、子会社等、特定個人株主、当該親会社等の子会

社等、当該特定個人株主の子会社等（以下、総称して「主要株主等」といいます。）、資産運用会社の主要株主等が過半の出資、匿名組合

出資又は優先出資を行っている等、重要な影響を及ぼし得るＳＰＣ等 

 取引ルールの内容の概要については、下記イ．（ア）に記載のとおりです。 

 

イ．運用体制（投資運用の意思決定における仕組み） 

（ア）利害関係人等に関連する取引に係る手続の概要 

 資産運用会社は、社内規定である「利害関係人等取引規程」及びその具体的手引書である「利害関係人等関連取引管理マニュアル」において、
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以下のとおり利害関係人等に関連する取引に係る手続の概要を定めています。 

(ⅰ) 利害関係人等の特定 

(ⅱ) 「利害関係人等の状況表」の作成及び備置き 

(ⅲ) 利害関係人等の社内周知 

(ⅳ) 利害関係人等関連取引の特定 

(ⅴ) 利害関係人等関連取引の実行可否判定 

(ⅵ) 利害関係人等関連取引の実行 

(ⅶ) 利害関係人等関連取引の記録保存 

（イ）投資運用の意思決定における内部統制上の手続のフロー 

 上記（ア）に記載の(ⅰ)～(ⅲ)の手続は、コンプライアンス・オフィサーが主管しますが、その具体的なフローは次のとおりです。コンプラ

イアンスの専門家であるコンプライアンス・オフィサーが以下のフローに関与することにより、遵法性の確保に努めようとしています。 

(ⅰ)-１ コンプライアンス・オフィサーは、各事業年度の末日毎に、以下のいずれかの方法により資産運用会社に係る利害関係人等を特定しま

す。 

Ａ. 資産運用会社に係る利害関係人等については、上記の定義に従って調査が必要と考えられる全ての調査対象者に調査の目的及び内容等

を説明し、各調査対象者に対して利害関係人等の特定に必要な情報の提供を求め、提供された情報を上記の定義にあてはめて、資産運用会

社に係る利害関係人等を特定します。 

Ｂ. Ａ.の各調査対象者による情報の提供がなされず又は提供の範囲が限定されていることにより、利害関係人等の特定に十分でないと考え

られる場合は、コンプライアンス委員会で協議の上、提供された情報の内容に応じてコンプライアンス委員会の承認を得た方法により、資

産運用会社に係る利害関係人等を特定します。 

(ⅰ)-２ コンプライアンス・オフィサーは、各事業年度中であっても、利害関係人等の特定に必要な情報に変動があったことを認識した場合、

以下の方法により、随時、資産運用会社に係る利害関係人等を特定します。 

Ａ. 上記(ⅰ)-１の調査対象者に、予め各事業年度中に利害関係人等の特定に必要な情報として提供される情報に変動があった場合、変動後

の情報の提供を求めておくものとし、各調査対象者から変動後の情報の提供があった場合、提供された情報を上記の定義にあてはめて、変

動後の資産運用会社に係る利害関係人等を特定します。 

Ｂ. Ａ.の各調査対象者による情報の提供の範囲が限定されていることにより、利害関係人等の特定に十分でないと考えられる場合は、コン

プライアンス委員会で協議の上、提供された情報の内容に応じてコンプライアンス委員会の承認を得た方法により、変動後の資産運用会社

に係る利害関係人等を特定します。 

(ⅱ) コンプライアンス・オフィサーは、(ⅰ)-１及び(ⅰ)-２の手続で特定した資産運用会社に係る利害関係人等の一覧表を作成し（以下、「利

害関係人等の状況表」といいます。）、備え置きます。 

(ⅲ） また、コンプライアンス・オフィサーは、作成した利害関係人等の状況表を、各部・各室に配布・説明を行い、社内に周知徹底します。 

 上記（ア）記載の（ⅳ）～(ⅵ)の手続については、取引を行おうとする各部署が主管します。上記（ア）記載の(ⅳ)以下の手続の具体的なフ

ローは次のとおりです。 
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(ⅳ) 取引を行おうとする各部署は、上記(ⅲ)において各部に配布された利害関係人等の状況表に則り、相手先が上記(ⅰ)により特定された利

害関係人等に該当しないかについて判定します。 

(ⅴ)-１ 取引の相手が資産運用会社に係る利害関係人等であると判定された場合、社内規定である「利害関係人等取引規程」に定められている

利害関係人等との取引基準（以下「取引基準」といいます。）に基づくチェックリストに従い利益相反を排除するための必要なチェック

を行った上で「利害関係人等関連取引申請書」（以下「申請書」といいます。）を作成します。なお、チェックを行ったチェックリスト

は、当該申請書に添付します。 

(ⅴ)-２ 作成された申請書は、取引の申請を行う各部署の部長・室長並びに担当取締役が確認の上、押印します。その後、かかる申請書につい

てコンプライアンス・オフィサーのチェックを受け、代表取締役の決裁を得た後、取引基準に定める決定権者の承認を得た上で、取引を

実行します（決定権者の承認を得た場合でなければ、利害関係人等関連取引は実行できません。）。 

(ⅶ) 申請書は、他の稟議・報告書とは別に全社分を一括して保存します。 

 

ウ．利益相反の内容及び対応策 

 利益相反を回避するための主な留意点は以下のとおりです。 

（ⅰ）不動産の購入 

購入価格は鑑定評価額を上限として取締役会で決定します。 

（ⅱ）不動産の売却 

売却価格は鑑定評価額を参考に取締役会で決定します。 

（ⅲ）不動産の売買又は賃貸の媒介 

宅地建物取引業法に規定する報酬以下とし、売買価格・業務の難易度等を判断の上、取締役会で決定します。 

（ⅳ）不動産の賃貸 

賃料相場を基準に資産運用会社が設定した適正賃料水準を前提に取締役会で決定します。 

 なお、上記(ⅰ）、（ⅱ）、（ⅳ）の取引に係る取締役会の決議については、取引の相手先となる利害関係人等から来ている取締役は当該議案

について議決権を有しません。 

 

エ．コンプライアンス委員会 

 資産運用会社は、同社における法令・規則等遵守状況の報告及びリスク管理の報告審議等を行うことで，内部管理体制の強化･充実を図り、も

って資産運用会社の適正な業務運営に資することを目的としてコンプライアンス委員会を設置しております。コンプライアンス委員会の構成員、

決定事項等については、上記１．（１）②イ．記載のとおりです。 

 

オ．「利害関係人等取引規程」及び「利害関係人等関連取引管理マニュアル」 

 資産運用会社は、利益相反行為を排することにより適切な本投資法人の資産運用に係る業務等を行い、もって本投資法人及び本投資法人の投

資主の利益に資することを目的として社内規定である「利害関係人等取引規程」及びその具体的手引書である「利害関係人等関連取引管理マニ
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ュアル」において利害関係人等に関連する取引に係る手続の概要を定めています。その概要は上記ア．乃至ウ．記載のとおりです。 

 

②運用体制の採用理由 

 上記①に記載した運用体制は以下の３つの段階に分かれており、各段階において中心的な役割を担う組織（含む個人）とそれに対する牽制組織

が存在します。 

 段階 中心的役割を担う組織（又は個人） 牽制組織等 

１ 利害関係人等の特定 コンプライアンス・オフィサー 

 

＜コンプライアンス・オフィサーの氏名及び略歴＞ 

氏名：横山 泰三 

昭和 47 年 ４月 三井信託銀行株式会社（現中央三井信

託銀行株式会社） 入社 

平成 10 年 10 月 中央三井信託銀行株式会社 中野支店

財務相談室 室長 

平成 13 年 11 月 プレミア・リート・アドバイザーズ株

式会社 運用管理部次長 

平成 15 年 ７月 同社 コンプライアンス・オフィサー

（現任） 

 

＜コンプライアンス・オフィサーが果たす役割＞ 

コンプライアンス・オフィサーは、資産運用会社に係

る利害関係人等の特定、利害関係人等の状況表の作成・

備置、利害関係人等の社内への周知徹底、利害関係人等

関連取引申請書のチェック、取締役会への付議・報告等

を行うことにより、利益相反取引の適切な管理に努めま

す。また、右記（１）乃至（８）の審議・報告事項につ

いて、取締役会への付議・報告等を通じて法令遵守状況

を確保することに努めます。 
なお、兼任、兼職、スポンサー企業グループとの関係

はありません。 

牽制組織等：コンプライアンス委員会 

 

同委員会の構成員及び所管する事項は以下のとおりで

す。 

＜構成員＞ 

代表取締役、常勤取締役、執行役員、本部長、コンプラ

イアンス・オフィサー、部長・室長及び取締役会の承認

を得て選任された外部の専門家（注） 

 

＜所管事項＞ 

（１） コンプライアンス・マニュアルの審議 

（２） コンプライアンス･プログラムの審議及び進捗状

況の報告 

（３） 法令・規則程等の遵守状況のチェック及び必要な

指示 

（４） 利害関係人等の特定など必要事項の承認 

（５） リスク管理に関する審議 

（６） 内部監査に関する審議 

（７） 社規社則等の整備・検証に関する事項 

（８） その他業務上の事故及びクレーム等を含む内部

管理・監査全般に関する事項等 

 

（注）外部専門家の氏名及び略歴 

氏名：森島 庸介 

平成 ２年 ４月 弁護士登録 松尾綜合法律事務所入所 

平成 15 年 ５月 東京あおい法律事務所入所（現職） 
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 段階 中心的役割を担う組織（又は個人） 牽制組織等 

   ＜外部専門家が果たす役割＞ 

会社法その他の法令、不動産投資信託、ストラクチャ

ード・ファイナンス業務等に精通した弁護士であり、委

員会における諸手続・決定が、実効性をもって利害関係

人等との取引について資産運用会社が遵守すべき事項に

則っているか確認することが期待されること、また、法

律家として委員会の手続・決定の違法性を牽制・阻止し

うる第三者として招聘したものです。 
なお、兼任、兼職、スポンサー企業グループとの関係

はありません。 

２ 各取引の可否判断 

（この段階では、未だ

取引実行は、できませ

ん。） 

取引を行おうとする各部署（以下、「所管部署」といい

ます。） 

牽制組織等：コンプライアンス・オフィサー 

３ 取引実行の最終決定 所管部署（取締役会への付議は、総務部が担当） 牽制組織等：取締役会等、取引基準に定める決定権者 

 

取締役会が決定権者となる場合、資産の取得・売却・

賃貸借にかかる決議については、取引の相手方となる利

害関係人等から来ている取締役は参加できません。 

 以上のとおり、取引を行おうとする所管部署が単独で利害関係人等との取引に係る意思決定をなしえないシステムをとっていますが、この運用

体制を採用した理由は、上記の牽制機能の重要性に着目したものであり、内部統制は機能しているものと考えます。 
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３．スポンサー関係者等との取引等 

（１）利害関係人等との取引等 

 本投資法人の第 13 期における利害関係人等との取引等の内容は次のとおりです。なお、以下の記載では、投信法施行令第 123 条に定める本投資法

人と資産運用委託契約を締結している資産運用会社の利害関係人等（本書の提出日現在、該当者はありません。）及び金商法第 29 条の４第２項に

定める資産運用会社の主要株主並びに資産運用会社が社内規定で定める利害関係人等のいずれかに該当する者に係る情報を記載しております。 

① 売買取引状況 

第 13 期において、該当する取引はありません。 

 

② 本投資法人の第 13 期における利害関係人等に対する支払手数料等の内容は下表のとおりです。 

利害関係人等との取引の内訳 支払額Ｂ Ｂ／Ａ 
区分 

支払手数料 

総額Ａ（千円） 支払先 （注１） （千円） （％） 

アール・エー・アセット・マネジメント株式会社 内 （注２）307,255 50.7 

トータルハウジング株式会社（注３） 内 54,051 8.9 建物管理委託報酬等 605,965

株式会社アクロス 内 8,015 1.3 

信託報酬 54,787 中央三井信託銀行株式会社 内 53,392 97.5 

資産保管委託報酬 13,762 中央三井信託銀行株式会社 内 13,762 100.0 

一般事務委託報酬 70,751 中央三井信託銀行株式会社 内 69,251 97.9 

インターネット賃貸情報サイト掲載料 1,200 株式会社ケン・コーポレーション 主 1,200 100.0 

レジデンスマーケット調査費 2,800 ケン不動産投資顧問株式会社 内 1,000 35.7 

財務代理手数料 400 中央三井信託銀行株式会社 内 400 100.0 

合  計 749,666   508,329  

（注１） 本欄における「主」は主要株主に該当することを、「内」は資産運用会社が社内規定で定めている利害関係人等に該当することを意味します。 

（注２） うち、86,023 千円については主要株主である株式会社ケン・コーポレーションに、104,546 千円については第三者に、それぞれ再委託費（建物保守管理に

関する外注費）として支払われております。 

（注３） 上記の表に記載した支払手数料等以外に当期中にトータルハウジング株式会社へ発注した修繕工事等の支払額が 13,831 千円あります。なお、トータルハ

ウジング株式会社は、平成 21 年６月１日付けで親会社である総合地所株式会社と合併しました（総合地所株式会社が存続会社です）。 
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③ 本投資法人の第 13 期末日における利害関係人等からの借入残高は下表のとおりです。 

利害関係人等からの借入の内訳  総額 

（百万円） 借入先 

借入額 

（百万円） 

比率 

（％） 

長期借入金 34,900 中央三井信託銀行株式会社（注１） 7,650 21.9 

短期借入金 9,600 中央三井信託銀行株式会社（注１） （注２）2,200 22.9 

合計 44,500  9,850 22.1 

（注１） 資産運用会社が社内規定で定めている利害関係人等に該当します。 

（注２） 平成 21 年５月 22 日に全額を長期借入金に借り換えしています（返済期日：平成 23 年５月 20 日）。 

 

（２）物件取得等の状況 

 第 13 期において、該当する取引はありません。 
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４．その他 

（１）不動産鑑定機関の選定方針及び概要 

 本投資法人の投資対象地区である東京経済圏における鑑定実績が豊富で、評価依頼に速やかに対応しうる不動産鑑定士を有する信用力の高い鑑定

機関であることを選定方針としています。上記の要件を充足した複数の鑑定機関を選定しています。 

平成 21 年６月 30 日現在 

不動産鑑定機関の概要 

物件名称 
名称 住所 

不動産鑑定士

の人数 
選定理由 

ランディック新橋 

他計 27 棟 
財団法人日本不動産研究所 

東京都港区虎ノ門１-３-２ 勧銀不二

屋ビル 

平成 21 年６月

30日現在274名

業界大手で実績・信用力・調査能

力に優れること 

六番町ビル 

他計７棟 
日本土地建物株式会社 

東京都千代田区霞が関１-４-１ 日土

地ビル 

平成 21 年６月

30日現在47名

業界大手で実績・信用力・調査能

力に優れること 

プレミアブラン代々

木公園他計９棟 

青山リアルティー・アドバイザ

ーズ株式会社 

東京都港区赤坂５-４-15 ＡＲＡ赤坂

ビル 

平成 21 年６月

30日現在８名 

収益性物件の鑑定評価に実績を

持つこと。 

ＭＥＷ他計 

２棟 
東京建物株式会社 東京都中央区八重洲１-９-９ 

平成 21 年６月

30日現在24名

業界大手で実績・信用力・調査能

力に優れること。 

 

（２）エンジニアリング・レポート作成機関の選定方針及び概要 

 実績が豊富でＪ－ＲＥＩＴでの実績もあり、資産運用会社がデューデリジェンスを実施するに当たり期待する情報について不足なくレポーティン

グする能力を有することを選定方針としています。 

平成 21 年６月 30 日現在 

エンジニアリング・レポート作成機関の概要 
物件名称 

名称 住所 事業内容 選定理由 

フジビル 37 

他計 40 棟 
株式会社竹中工務店 

大阪府大阪市中央区本町４-１

-13 

土木建築総合請負 

リノベーション事業 

不動産事業 

開発事業等 

業界大手で、技術力・実績・調

査能力に優れること。 

ランディック

新橋ビル 

他計４棟 

清水建設株式会社 
東京都港区芝浦１-２-３ シ

ーバンスＳ館 

建築・土木等建設工事の請負

（総合建設業）等 

業界大手で、技術力・実績・調

査能力に優れること。 

プレミア 

東陽町ビル 

日建設計コンストラクショ

ン・マネジメント株式会社 

東京都千代田区九段北１-13-

５ 

エンジニアリング・レポート作

成業務、中長期保全計画作成、

改修のための調査・診断業務等

業界大手で、技術力・実績・調

査能力に優れること。 
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（３）その他利益相反の可能性のある取引 

 該当ありません。 

 

（４）ＩＲに関する活動状況 

①情報開示方針 

 本投資法人は、常に投資家の視点に立った迅速、正確かつ公平な情報の開示、適時・適切な情報の開示を行うことをその開示の基本方針とし、か

かる基本方針の下で、「投資家にとって分かりやすいリート」をコンセプトに以下の方針で情報開示を行うことを旨とします。 

ア. 投資家に対して出来る限りの情報開示を行い、投資家に判りやすい商品を提供することを開示の方針とします。 

イ. 全ての投資家に対して正確で偏りのない情報を迅速に遅滞なく伝達出来る環境を常に整えることに努めます。 

ウ. 本投資法人は、投信法、金商法、株式会社東京証券取引所、社団法人投資信託協会等がそれぞれ要請する内容及び様式に沿って開示を行いま

す。 

②活動状況 

ア． 本投資法人のＩＲ活動は資産運用会社の業務推進部が所管しますが、投資家へは原則、資産運用会社社長、ＩＲ活動を統括する本部長が所

属部員とともに直接訪問することで投資主とのリレーション強化を図ることとしています。 

イ． 本投資法人が決算発表後、定期的に実施しているＩＲスケジュール及び参考資料は、それぞれ以下のとおりです。 

・ 決算月 ： ４月、10 月  

・ 決算発表 ： ６月、12 月 決算短信 

・ アナリスト説明会 ： ６月、12 月 説明会資料 

・ 投資家訪問 ： ６～７月、12～１月 同上 

・ 分配金の支払い ： ７月、１月 資産運用報告 

・ 有価証券報告書提出 ： ７月、１月 有価証券報告書 

・ 英文レポートの公表 ： ８月、２月 セミアニュアルレポート 

ウ． 以上の決算期毎のスケジュールに加え、年間１回の頻度で海外投資家向けのＩＲ活動を実施してきております。 

 なお、公表した開示資料（決算短信・説明会資料・資産運用報告・有価証券報告書・セミアニュアルレポート等）については、本投資法人の

ウェブサイト上に掲載することとしています。 

 

（５）反社会的勢力排除に向けた体制整備 

 資産運用会社は反社会的勢力排除に向け、①「コンティンジェンシープラン」を制定し反社会的勢力への対応方針を定めるとともに、②「反社

会的勢力の調査に関する取扱要領」を制定し、資産運用会社及び本投資法人の取引の相手方が反社会的勢力でないことを可能な限り調査・確認す

ることとしております。 

以上 


